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コロナ禍を機に変化する中国のサービス貿易収支構造 
－中国版デジタル黒字・赤字の内容と展望－ 

 

関根 栄一 

 

▮ 要 約 ▮ 

1. 2024 年 7 月、日本の財務省が公表した「国際収支から見た日本経済の課題と処方

箋」懇談会の報告書を機に、サービス収支面での「デジタル赤字」の存在が注目

されている。サービス貿易とは、財貨（モノ）とは異なり、金融、運輸、情報通

信、建設、流通等のサービスの国際取引を指している。主要国のうち、日本は米

国に対してデジタル赤字となっている。 
2. 一方、世界第 2 位の経済大国である中国に対しては、サービス収支全体は黒字で、

特に旅行収支は好調なインバウンドを反映して大幅な黒字であるものの、①研究

開発サービス、②専門・経営コンサルティングサービス、③技術・貿易関連・そ

の他業務サービスから成る「その他業務」は赤字で、日本がこれらのサービスを

中国から超過購入している状態にある。 
3. 通信・コンピューター・情報でも、日本は中国に対し赤字となっている。中国の

サービス貿易収支全体を見ても、2020 年のコロナ禍以降、通信・コンピュー

ター・情報、及びその他業務の黒字金額が増加基調にあることが分かる。この期

間、中国側の入国制限措置等により、外資系企業としては、投資先の状況等を確

認するため、現地のコンサルタントや会計・監査事務所への委託業務を増やした

ことが上記の黒字増加の背景にあると考えられる。 
4. 中国政府は、第 14 次 5 ヵ年計画が始まった 2021 年以降、サービス貿易取引の拡

大・強化に向けた政策・指針を相次いで公表し、赤字分野も意識した支援策を打

ち出している。同時に、サービス分野の市場規制緩和や、経済全体のデジタル化

も推進している。 
5. 経済のデジタル化の推進は、イノベーションの推進と不可分の関係にあり、証券当

局は、企業の資金調達や機関投資家による資金運用の双方で、資本市場の活用を進

めていく方針である。また、中国は 2012 年から国際サービス貿易交易会（北京市）

を、2022 年から世界デジタル貿易博覧会（浙江省杭州市）を開催し、サービス貿易

収支の構造転換をビジネス面でも後押ししている。中国のサービス貿易分野の競争

力の向上は、日本から見た対中デジタル赤字の継続や拡大にもつながり得る。 
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Ⅰ 注目されるデジタル分野の赤字を巡る議論 

2024年 7月 2日、日本の財務省は、「国際収支から見た日本経済の課題と処方箋」懇談

会の報告書を公表した（以下、報告書）1。報告書は、国際収支のレンズを通じて日本経

済が抱える構造的課題を評価・分析し、課題克服のための望ましい政策のあり方について

懇談会が議論してきた結果を取りまとめたものである。 
報告書の内容のうち、特に注目を集めているのがいわゆる「デジタル赤字」の存在であ

る。すなわち、日本のサービス収支のうち、旅行収支の黒字は好調なインバウンドを背景

に過去最大になる一方、研究開発関連や、①コンピューターサービス、②著作権等使用料、

③専門・経営コンサルティングサービスといったデジタル分野では赤字が拡大していると

いう問題である（図表 1）。サービス貿易とは、財貨（モノ）とは異なり、金融、運輸、

情報通信、建設、流通等のサービスの国際取引を指すものであるが、デジタル赤字は、情

報通信や人工知能（AI）といった最先端のサービス分野で、日本が輸出する以上に他国

のサービスを購入している状態を指す。すなわち、日本経済・日本企業が自国にはない他

国の最先端のサービスを超過購入している状態を指している。 
かかる状態は、日本の国際競争力とも関わりがあるとの問題意識に立って、報告書は、

（日本経済・日本企業における）新陳代謝の促進をはじめとした包括的な処方箋を提示し

ている。また、技術の開発・応用では、中長期的には、国産デジタルプラットフォームの

育成に取り組むことが期待されるとも示唆している。 

図表 1 サービス収支の分類 

 

（出所）財務省、日本銀行「国際収支から見たサービス取引のグローバル化」『日銀レビュー』2023 年 8 月、 
日本政策投資銀行「拡大するサービス貿易と日本のデジタル赤字」『調査研究レポート』No.423 
（2024 年 9 月 9 日）より野村資本市場研究所作成 

 
1 財務省「『国際収支から見た日本経済の課題と処方箋』懇談会報告書」2024年 7月 2日。 

一次的な分類 主な取引内容
モノの移動
に伴う収支

ヒトの移動
に伴う収支

カネの移動
に伴う収支

その他
本稿で定義する
デジタル収支

旅客（海上、航空）運賃の受取・支払 〇

貨物（海上、航空）運賃の受取・支払 〇

旅行 旅行者の宿泊費、飲食費等の受取・支払 〇

委託加工 加工・組み立て等の委託 〇

維持修理 〇

建設 建設代金の受取・支払 〇

保険・年金 〇

金融 証券売買等にかかる手数料等の受取・支払 〇

産業財産権等使用料の受取・支払 〇

著作権等使用料の受取・支払 〇

通信サービス（電話、インターネット） 〇

コンピューターサービス（ソフトウェアの委託開発・
ダウンロードやクラウドサービス）

〇

情報サービス（報道機関のニュース配信等） 〇

研究開発サービス（産業財産権の売買） 〇

専門・経営コンサルティングサービス（法務、会計・
経営コンサルティング、広告サービスの取引）

〇

技術・貿易関連・その他業務サービス（建築・工学
等の技術サービス、農業・鉱業サービス、貿易関
連サービス、その他の専門業務サービスの取引）

〇

音響・映像関連サービス 〇

その他個人・文化・娯楽 〇

公的サービス等 在外公館経費等 〇

輸送

知的財産権等使用料

通信・コンピューター・情報

その他業務

個人・文化・娯楽
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一方、日本がデジタル赤字を出しているということは、別の国がデジタル黒字を日本に

対して出していることになる。2023 年の日本のサービス貿易収支（ネット）は 2 兆 9,158

億円の赤字となっているが、そのうち米国に対して 1 兆 4,481 億円の赤字と国別では最大

となっている。また、世界第 2 位の経済大国である中国に対するサービス収支は 7,015 億

円の黒字となっているが、後述のようにデジタル分野を含む一部の項目では日本が中国に

対して赤字となっている。 

本稿では、日中間のサービス貿易収支の内容を、デジタル分野も含めて確認し、中国が

今後、どのようにサービス貿易収支の構造転換を図っていこうとしていくのかを見ていく。

経済産業省の通商白書 2018 年版の中にあるデジタル貿易に関する表現を借りれば2、中国

経済にとって、デジタル貿易は、製品やサービスなどの電子的手段による越境取引のみな

らず、デジタル関連製品・サービスの越境取引を通じて、デジタル化社会を実現していく

意義がある。同時に、産業政策の観点から、デジタル貿易の推進に当たっては、①中国国

内でのデジタル関連の知的財産の保護政策を進める、②これまで外資参入を制限していた

電気通信インフラへの投資規制を緩和する、③企業のデジタル分野への投資・サービス提

供や製品輸出と関連するデータの取扱い制度を整備する、特にデータの越境移転を円滑に

行うためのルールを確立する、といった市場規制改革を進めていくことが重要になる。こ

のため、サービス貿易政策の検討に当たり、中国政府は、経済のデジタル化とサービス分

野の市場規制改革をセットとして考えてきており、特にポストコロナ時代においては更に

強く意識して策定しているものと思われる。 

 

Ⅱ 日本及び中国のサービス貿易収支の動向 

１．サービス貿易の定義 

１）世界貿易機関（WTO）による定義 

日中間のサービス貿易収支の実態分析に入る前に、サービス貿易の定義を確認して

おく。まず、WTO は、サービス貿易の形態を以下の四つに分類している3。 

一つ目は、国境を越える取引で、「いずれかの加盟国の領域から他の加盟国の領域

へのサービス提供」と定義されている。具体例として、電話で外国のコンサルタント

を利用する場合や外国のカタログ通信販売を利用する場合が挙げられている。 

二つ目は、海外における消費で、「いずれかの加盟国の領域内におけるサービスの

提供であって、他の加盟国のサービス消費者に対して行われるもの」と定義されてい

る。具体例として、外国の会議施設を使って会議を行う場合や外国で船舶・航空機な

どの修理をする場合が挙げられている。 

 
2 経済産業省「第 1 章 拡大するデジタル貿易、第Ⅱ部 分析編：大きく転換するグローバル経済」『通商白書

2018』2018年 7月 10日。 
3 外務省ウェブサイト「世界貿易機関（WTO） 『サービス貿易』とは何か」2021年 2月 9日。 
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三つ目は、業務上の拠点を通じてのサービス提供で、「いずれかの加盟国のサービ

ス提供者によるサービスの提供であって他の加盟国の領域内の業務上の拠点を通じて

行われるもの」と定義されている。具体例として、海外支店を通じた金融サービスや

海外現地法人が提供する流通・運輸サービスが挙げられている。 

四つ目は、自然人の移動によるサービス提供で、「いずれかの加盟国のサービス提

供者によるサービスの提供であって他の加盟国の領域内の加盟国の自然人の存在を通

じて行われるもの」と定義されている。具体例として、招聘外国人アーティストによ

る娯楽サービスや外国人技師の短期滞在による保守・修理サービスが挙げられている。 

身近な例として、上記のうち一つ目の国境を越える取引では、2020 年より世界的

に流行した新型コロナウィルス（以下、新型コロナ）の影響、具体的には国境を跨い

だ公衆衛生上の移動制限措置を受けて増加したオンライン会議での利用料金の受取・

支払は、サービス貿易に分類されるものである。 

 

２）国際収支上の定義 

国際収支上の定義から見ると、財貨（モノ）の輸出・輸入の収支を指す貿易収支に

対し、サービス取引の収支を指すのがサービス収支である。 

代表的なサービス収支には、①輸送（国際貨物、旅客運賃の受取・支払）、②旅行

（訪日外国人旅行者・日本人海外旅行者の宿泊費、飲食費等の受取・支払）、③金融

（証券売買等にかかる手数料等の受取・支払）、④知的財産権等使用料（特許権、著

作権等の使用料の受取・支払）などがある4。 

本稿では、日中両国ともに、サービス収支の統計上、一次的な分類に基づく収支は

公表されているものの、その下のレベルの取引金額までは公表されていないことから、

前掲図表 1 の通り、一次的な分類に基づく知的財産権等使用料、通信・コンピュー

ター・情報、その他業務の三つを狭義・広義のデジタル収支として分類しながら分析

を進めていく。 

 

２．日本の対中サービス貿易収支動向 

１）全体では黒字だが一部では赤字 

（１）旅行収支は黒字分野 

財務省統計から日本の貿易収支動向を見ると、日本のサービス貿易収支は対世界全

体では赤字であるものの、対中全体では黒字となっている（図表 2）。 

まず、2023 年の黒字分野（中国による日本のサービス購入が超過している状態）

のうち、最も金額が多いのは旅行の 7,239 億円で、2022 年の 1,840 億円から 293.4％増

となっている。対中ビザの発給制限が続いているため日本人の対中訪問がコロナ前の

 
4 財務省ウェブサイト「国際収支状況に関する『用語の解説』」（2024年 9月 30日閲覧）。 
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水準に戻っていない一方で、訪日客のコロナ明けの急増を反映していると言える。知

的財産権等使用料5も、2023 年は 5,830 億円の黒字となっている。 

 

（２）「その他業務」は最も大きい赤字 

次に、2023 年の赤字分野（日本による中国からのサービス購入が超過している状

態）を見ると、金額が最も多いのが、図表 2 の通り「その他業務」の 5,157 億円で

ある。 

「その他業務」の内訳の項目の一つ目が「研究開発サービス」で、収支の大半は、

産業財産権6の売買の計上にあるとされる。二つ目が「専門・経営コンサルティング

サービス」で、法務、会計・経営コンサルティング、広告サービスの取引を計上して

いる。三つ目の「技術・貿易関連・その他業務サービス」は、建築・工学等の技術

サービス、農業・鉱業サービス、貿易関連サービス、その他の専門業務サービスの取

引を計上している。 

「その他業務」の内訳について、ビジネスの実態に沿って取り上げると、仮説ベー

スではあるが、以下のようになろう。第一に、研究開発拠点を中国国内に設置し、同

拠点の費用を日本の親会社が負担しているケースが考えられる。第二に、日本の親会

社のバックオフィス業務（メール・電話での顧客対応、人事系・財務系・営業系と

いった書類・伝票作成やデータ入力など）を現地法人に委託し、同業務の費用を日本

 
5 「知的財産権等使用料」は、研究開発やマーケティングによって生じた財産権の使用料のほか、著作物の複

製・頒布権料等を計上する。日本では「産業財産権等使用料」と「著作権等使用料」という独自区分を設け

ている。前者は、産業財産権（特許権、実用新案権、意匠権、商標権）使用料、ノウハウ（技術情報）使用

料、技術・経営指導料等を計上している。後者は、ソフトウェア、音楽、映像を複製・頒布するための使用

権料、著作物（音楽、映像、キャラクター）使用料、上映・放映・配給権料、映画のビデオ化に関する代金

等を計上している。 
6 特許権、実用新案権、意匠権、商標権。 

図表 2 日本の対中サービス貿易収支（ネット） 

 
（注） 国際収支統計は、2014 年より国際通貨基金（IMF）国際収支マニュアル第 6 版ベースに移行。 
（出所）財務省より野村資本市場研究所作成 

（単位：億円）

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
対世界全体 -30,335 -19,307 -11,288 -6,907 -10,213 -10,821 -36,552 -42,457 -55,558 -29,158 
対中全体 4,932 10,858 11,828 14,351 16,463 18,537 5,312 4,094 2,458 7,015

輸送 2,968 3,216 2,539 3,035 2,093 1,498 1,012 1,509 1,719 2,192
旅行 3,204 8,744 8,672 10,024 13,493 16,087 3,380 1,639 1,840 7,239
委託加工 -1,129 -1,171 -880 -856 -921 -785 -436 -666 -603 -528 
維持修理 -376 -244 -180 -161 -211 -248 -175 -248 -271 -530 
建設 -14 -26 -128 -97 -134 -115 -125 -119 -361 -446 
保険・年金 34 33 26 21 47 37 39 40 40 37
金融 145 191 166 147 203 353 542 466 245 304

① 知的財産権等使用料 4,460 4,769 4,424 5,268 5,820 6,141 5,564 7,003 6,474 5,830
② 通信・コンピューター・情報 -1,780 -1,736 -1,304 -1,118 -1,427 -1,375 -1,284 -1,504 -1,697 -1,940 
③ その他業務 -2,584 -3,007 -2,237 -2,102 -2,628 -3,368 -3,333 -4,028 -4,960 -5,157 

個人・文化・娯楽 4 52 97 108 19 146 110 53 96 59
公的サービス等 1 38 86 84 110 167 17 -51 -65 -44 

2,680 3,033 3,120 4,150 4,393 4,766 4,280 5,499 4,777 3,890
96 26 883 2,048 1,765 1,398 947 1,471 -183 -1,267 

暦年

①+②（狭義）
①＋②+③（広義）
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の親会社が負担しているケースが考えられる。第三に、現地のコンサルタントや会

計・監査事務所への委託費用を日本の親会社が負担するケースが考えられる。特に、

2020 年のコロナ禍以降、入国制限措置により、海外から中国本土への出張がしにく

い中で、同委託費用が増加する傾向にあったとも考えられる。また、日本人への対中

ビザの発給制限が続く中で、2022 年末以降の経済再開後もかかる委託契約が継続し

ているとも考えられる。 

また、赤字分野で次に金額が多いのが通信・コンピューター・情報の 1,940 億円で、

日本からの①電話・インターネット等の利用代金、②情報処理・ソフトウェアの委託

開発が、ネットで支払超状態となっていると言える。維持修理、委託加工（加工・組

み立て等の委託）、建設（建設代金の支払）もネットで支払超過となっている。 

 

２）日本のデジタル分野での黒字・赤字 

図表 2 に基づき、日本のデジタル分野の黒字・赤字について、通信・コンピュー

ター・情報を超狭義の分野として設定すると、対中では 2023年は 1,940億円の赤字と

なっている。 

次に、知的財産権等使用料と通信・コンピューター・情報を狭義のデジタル分野と

して設定すると、2023 年は 3,890 億円の黒字となる。更に、これらに、研究開発サー

ビスや技術サービスが含まれるその他業務を加えたものを広義のデジタル分野として

設定すると、2023 年は 1,267 億円の赤字となり、前年の 183 億円の赤字より拡大した。 

 

３．中国のサービス貿易取引の動向 

１）2023 年のサービス貿易収支 

国家外為管理局が作成する国際収支統計に基づき、中国の 2023 年のサービス貿易

収支を見ると（図表 3）、対世界全体では 2,078 億ドルの赤字となっている。 

中国のサービス貿易統計の場合、ネット後の収支のみならず、ネット前のグロスの

輸出金額と輸入金額も公表されている。2023 年のサービス貿易の輸出金額は 3,321 億

ドル（前年比 10.9％減）で、内訳のうち、最も大きいのがその他業務の 982 億ドル

（全体の 29.6％）、次に輸送の 870 億ドル（同 26.2％増）、3 番目に通信・コン

ピューター・情報の 581 億ドル（同 17.5％）となっている。 

同様に、輸入金額は 5,399 億ドルで、内訳のうち、最も大きいのが旅行の 1,965 億

ドル（全体の 36.4％）、次に輸送の 1,601 億ドル（同 29.7％）、3 番目にその他業務

の 602 億ドル（同 11.1％）となっている。中国の国際収支統計の場合、日本のサービ

ス貿易のように、国・地域別の収支状況は公表されておらず、対世界全体にはなるが、

相殺後、旅行は 1,717 億ドルの赤字、知的財産権等使用料は 317 億ドルの赤字の一方、

その他業務は 380 億ドル、通信・コンピューター・情報は 193 億ドルの黒字となって

おり、日本の対中サービス貿易収支と表裏の関係にあることが分かる。 
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図表 3 中国のサービス貿易収支 

 

（出所）国家外為管理局より野村資本市場研究所作成 

 

なお、金融の輸出には、適格投資家（QFII、RQFII）など外国人投資家が中国本土

の証券を売買する際の手数料収入、同様に輸入には、適格国内機関投資家（QDII）

など中国本土の投資家が海外の証券を売買する際の手数料収入がそれぞれ含まれる。 

 

２）暦年で見る中国のサービス貿易収支 

中国のサービス貿易収支を暦年で見ると（図表 4）、新型コロナが世界的に流行し

た 2020年以降、対世界全体での赤字金額が減少してきたが、2023年が前年の約 2.4倍

に拡大したのは、経済再開に伴うサービス取引の活発化を表したものと考えられる。

特に、中国の海外旅行動向を反映し、旅行はサービス収支の最大の赤字項目で、2022

年は 1,013 億ドル、2023 年は 1,717 億ドルの赤字となっており、2024 年は更に赤字金

額が増加する可能性が高い。 

一方、サービス収支の黒字を見ると、2020 年以降の新型コロナ流行以降、通信・

コンピューター・情報、及びその他業務の黒字金額が増加基調にあることが分かる。

特に 2021 年、2022 年のその他業務の黒字増加傾向は、コロナ禍により、ビザの発給

制限、国際的な旅客便数の減少、中国本土入り後の健康観察期間（隔離措置）等によ

り、海外から中国本土への出張がしにくくなる中で、外資系企業（親会社）としては、

投資先の状況や現地法人の運営状況を確認するため、現地のコンサルタントや会計・

監査事務所への委託業務を増やしたことが背景にあると考えられる。 

 

３）中国のデジタル分野での黒字・赤字 

また、図表 4 に基づき、対世界全体にはなるが、デジタル分野の黒字・赤字につい

て、通信・コンピューター・情報を超狭義の分野として設定すると、2023年は 193億

ドルの黒字となっている。 

（単位：億ドル）

収支

2023年 構成比 伸び率 2023年 構成比 伸び率 輸出－輸入
対世界全体 3,321 100.0% -10.9% 5,399 100.0% 17.4% -2,078

輸送 870 26.2% -40.6% 1,601 29.7% -5.0% -731

旅行 248 7.5% 84.0% 1,965 36.4% 71.1% -1,717

委託加工 130 3.9% -9.2% 10 0.2% 15.8% 120

維持修理 100 3.0% 20.4% 59 1.1% 35.8% 41

建設 158 4.7% 11.1% 78 1.4% 2.4% 79

保険・年金 69 2.1% 55.6% 162 3.0% -14.1% -92

金融 44 1.3% -6.7% 37 0.7% -5.6% 7

知的財産権等使用料 110 3.3% -17.5% 427 7.9% -3.9% -317

通信・コンピューター・情報 581 17.5% 3.9% 388 7.2% 2.4% 193

その他業務 982 29.6% 4.1% 602 11.1% 14.8% 380

個人・文化・娯楽 14 0.4% 2.0% 40 0.7% 53.8% -26
公的サービス等 15 0.5% -11.5% 30 0.6% -18.2% -15

31,792 － － 25,853 － － 5,939

輸出 輸入

（参考）財貨（モノ）の収支
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次に、知的財産権等使用料と通信・コンピューター・情報を狭義のデジタル分野と

して設定すると、2023年は 124億ドルの赤字となる。更に、これらに、研究開発サー

ビスや技術サービスが含まれるその他業務を加えたものを広義のデジタル分野として

設定すると、2023 年は 256 億ドルの黒字となる。 

 

Ⅲ 中国のサービス貿易取引の拡大・強化に向けた支援策 

１．分野別の支援策 

１）黒字分野を更に強化 

中国のサービス貿易収支構造のうち、委託加工では製造業の、通信・コンピュー

ター・情報では情報通信産業が提供するサービスの価格や品質面の競争力を反映した

結果が、黒字となって現れている可能性が高い。サービス貿易取引の拡大・強化に向

けた支援策のうち（図表 5）、2021年 10月 13日に公表された「第 14次 5ヵ年計画期

間（2021～2025 年）のサービス貿易発展プラン」では7、サプライチェーン等におけ

るアウトソース業務のデジタル化・高度化を進めていく方向性を明記している。 

また、その他業務に分類される分野について、同プランでは、通信、研究開発、設

計、認証、検収検測等の知識集約型サービス貿易の発展を支援する方向性も明記して

いる。金融機関に対しては、サービス貿易の発展に適した特徴的な金融商品・サービ

スを開発し、サービス貿易企業の担保の範囲を拡大するよう奨励している。 

  

 
7 中国商務部「商务部等 24 部门关于印发《“十四五”服务贸易发展规划》的通知」2021年 10月 13日。 

＜https://www.gov.cn/zhengce/zhengceku/2021-10/27/content_5645150.htm＞ 

図表 4 中国のサービス貿易収支（ネット） 

 
（注） 国際収支統計は、2014 年より国際通貨基金（IMF）国際収支マニュアル第 6 版ベースに移行。 
（出所）国家外為管理局より野村資本市場研究所作成 

（単位：億ドル）

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
対世界全体 -2,137 -2,183 -2,331 -2,589 -2,922 -2,611 -1,525 -1,012 -874 -2,078 

輸送 -579 -467 -468 -560 -669 -590 -380 -180 -219 -731 
旅行 -1,833 -2,049 -2,057 -2,193 -2,369 -2,188 -1,211 -981 -1,013 -1,717 
委託加工 213 203 184 179 172 154 127 135 135 120
維持修理 0 23 32 37 46 65 43 41 39 41
建設 105 65 42 36 49 51 45 57 65 79
保険・年金 -179 -38 -88 -74 -66 -62 -94 -143 -144 -92 
金融 -4 -3 11 18 12 15 8 2 7 7

① 知的財産権等使用料 -219 -209 -228 -239 -302 -278 -293 -351 -312 -317 
② 通信・コンピューター・情報 94 131 127 75 65 80 64 107 180 193
③ その他業務 282 189 147 169 191 194 195 339 419 380

個人・文化・娯楽 -7 -12 -14 -20 -24 -31 -20 -18 -12 -26 
公的サービス等 -10 -15 -20 -18 -27 -21 -11 -18 -19 -15 

-125 -78 -101 -165 -237 -198 -229 -244 -132 -124 
156 111 46 5 -46 -4 -33 95 287 256

暦年

①＋②+③（広義）
①+②（狭義）
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他に、商務部が毎年公表している「中国サービス貿易発展白書」の 2022 年版では、

サービス貿易の新たなモデルの事例も取り上げている。その一つが金融であり、自由

貿易試験区（FTZ）で、越境資金移動を特別に認める自由貿易口座の機能を使った国

内上場会社の外国籍社員に対する株式型報酬を付与したケースである。これは、サー

ビス収支として、中国本土から見た対外証券投資に伴う口座開設行（上海浦東発展銀

行）及び仲介業者（国信証券）の手数料受取に分類されるものである。 

 

２）赤字分野も意識した支援策 

赤字分野となっている知的財産権等使用料に対しては、2024年 9月 2日に公表した

国務院（内閣）事務局の「ハイレベルの開放を以ってサービス貿易の質の高い発展を

推進することに関する意見」8の中で、金融機関に対し知的財産権等の証券化を通じ

て科学技術の成果の事業化を促すこと、また、商業銀行に対し知的財産権を担保とし

た貸付を奨励すること、を求めている。 

同意見では、サービス貿易全体を振興するための金融面の支援策として、①企業の

信用レベルに応じた管理をベースに、サービス貿易、及びサービス型対外投資での為

替取引の利便性を高めること、②サービス貿易における人民元建て決済を拡大し、人

民元建て貿易金融及び借り換え業務を拡大すること、を盛り込んでいる。 

また、中国の旅行収支が短期的に黒字になることは考えにくいが、国務院は 2024

年 3月 7日に「決済サービスの最適化と支払の利便性向上に関する意見」9を公表し、

 
8 国務院弁公庁「国务院办公厅关于以高水平开放推动服务贸易高质量发展的意见」2024年 9月 20日。 

＜https://www.gov.cn/zhengce/content/202409/content_6971879.htm＞ 
9 国務院弁公庁「国务院办公厅关于进一步优化支付服务提升支付便利性的意见」2024年 3月 7日。 

＜https://www.gov.cn/zhengce/content/202403/content_6937623.htm＞ 

図表 5 中国・サービス貿易収支の構造転換、経済のデジタル化に向けた政策・指針 

 

（出所）中国共産党、国務院、商務部より野村資本市場研究所作成 

分類 公表時期 公表部門 名称 狙い

2021年10月 商務部
第14次5ヵ年計画期間（2021～2025年）のサービ
ス貿易発展プラン

黒字分野を強化

2024年9月 国務院事務局
ハイレベルの開放を以ってサービス貿易の質の高
い発展を推進することに関する意見

サービス貿易全体の振興

2024年3月 国務院
決済サービスの最適化と支払の利便性向上に関
する意見

旅行収支の改善

越境サービス貿易特別管理措置（ネガティブリス
ト）（2024年版）

中国全体向けサービス貿易の規制緩
和

自由貿易試験区（FTZ）越境サービス貿易特別管
理措置（ネガティブリスト）（2024年版）

FTZ向けサービス貿易の規制緩和

2024年11月
中国共産党中央
委員会弁公庁、
国務院弁公庁

デジタル貿易の改革・発展に関する意見 デジタル貿易の推進

2021年12月 国務院
第14次5ヵ年計画期間におけるデジタル経済の発
展プラン

デジタル経済の振興

2023年2月
中国共産党中央、
国務院

デジタル中国建設全体レイアウト計画 経済のデジタル化の推進

2024年7月
中国共産党
（第20期3中全会）

改革の更なる全面的深化、中国式現代化の推進
に関する中共中央の決定

サービス貿易の拡大・開放

2024年4月 国務院
資本市場の管理監督強化、リスク予防及び質の高
い発展促進に関する若干の意見

経済のデジタル化に向けた上場支援

2024年3月 商務部

経済の
デジタル化

サービス貿易
の強化
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第一に、訪中外国人の中国本土での飲食、宿泊、移動、観光、ショッピング等での支

払・決済環境の最適化を進めることを金融機関や店舗に促している。例えば、新型コ

ロナ流行期間中、訪中外国人が減少する中で、VISA などの海外クレジットカードが

利用できる端末も減少したため、商業地域、観光地、ホテル、空港や鉄道駅、病院な

どの主要な場所での海外クレジットカードによる決済対応を確保できるようにすると

している。第二に、プラットフォーム企業に対しては、訪中外国人によるモバイル決

済環境を改善するように促している。 

 

３）ネガティブリスト化の推進 

中国のサービス貿易における取引対象分野については、禁止・制限分野をリストに

列挙し、リストに記載のない分野については、国内外のサービスおよびサービス提供

者に対して同一の待遇を与えるネガティブリスト方式が採用されている。ネガティブ

リスト化の方針は、上述のサービス貿易に関する第 14 次 5 ヵ年計画で 2021 年に明記

されていたが、政策上は、2024 年 3 月 22 日、商務部は、「越境サービス貿易特別管

理措置（ネガティブリスト）」（2024年版）と「FTZ越境サービス貿易特別管理措置

（ネガティブリスト）」（2024 年版）をそれぞれ公表し10、4 月 21 日より施行した。

前者の全国版リストには、海外から中国本土にサービスを提供する者を対象にした

11 分野、計 71 項目の特別管理措置が記載され、サービス貿易での全国レベルではで

は初のネガティブリストとなった。 

中国政府が、以上のようにサービス貿易の強化・拡大を支援する背景には、新型コ

ロナの世界的流行により、サービス貿易が負の影響を受けた点を指摘できよう。中国

も負の影響を受けた例外ではなかった。このため、ポストコロナ時代においては、財

貨貿易取引を円滑化するための金融、流通、運送分野のサービスの役割や、オンライ

ン上の活動を容易にする情報通信、コンピューターサービスの重要性が、政策当局か

ら強く認識されている。同時に、国境を越えたデータ流通や電子商取引は、一国のデ

ジタル経済の発展度合いとも関わっている。サービス貿易分野でのこうした新しい分

野では、国際的ルールがこれから作られようとしており11、中国政府としてもルール

形成に関わるための国内の制度作りを急速に進めていると言える。 

なお、上記ネガティブリストのうち、後者の FTZ 版では、全国版と比べ、金融面

では、①条件に合致する外国人に対し、証券口座や先物口座の開設を許可する、②外

国人が証券・先物の投資コンサルティングの就業資格などを申請する、という規制面

の緩和が行われている。今後の細則の制定や実務面での動向が注視される。 

 

 
10 中国商務部「中华人民共和国商务部令二〇二四年 第 1 号 《跨境服务贸易特别管理措施（负面清单）》（2024

年版）和《自由贸易试验区跨境服务贸易特别管理措施（负面清单）》（2024 年版）」2024年 3月 22日。 
＜http://fms.mofcom.gov.cn/zcfg/zhzcfg/art/2024/art_046c06a1d3184f459af9f8d90a416702.html＞ 

11 中国は、2021 年 11 月にデジタル経済パートナーシップ協定（DEPA、チリ、ニュージーランド、シンガポー

ルの 3 ヵ国が 2020 年 6 月に署名）への加入を申請しており、2022 年 8 月 18 日、加入手続きが始動している。 
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２．経済のデジタル化の推進 

前述の通り、新たな分野のサービス貿易は、一国の経済のデジタル化度合いによって、

競争力を増していくともいえる。このため、中国政府は、経済のデジタル化に向けた以下

のようなプランを近年打ち出している。 

一つ目が、2021年 12月 12日に国務院が制定した「第 14次 5ヵ年計画期間におけるデジ

タル経済の発展プラン」である12。同プランでは、デジタル経済のコア産業の付加価値額

の対GDP比を、2020年の 7.8％から 2025年に 10％まで引き上げることを目標としている。 

二つ目が、中国共産党中央及び国務院が共同で策定した「デジタル中国建設全体レイア

ウト計画」で、2023年 2月 27日に新華社からその概要が公表された13。同計画では、2025

年までの目標として、デジタルインフラの効率的な連携や、データリソースの規模と質の

レベルアップ、データ要素価値の効果的な発揮、デジタルエコノミーの発展の質と効率の

向上などを進めていくとしている。2023 年春の機構改革で、中国共産党中央にデータ管

理委員会を設け、また、国家発展改革委員会の外局にデータ管理局を設けたのも、本件計

画を実行していくためと考えられる。 

三つ目が、2024 年 7 月中旬に開催された中国共産党第 20 期中央委員会第 3 回全体会議

（第 20 期 3 中全会）で採択された「改革の更なる全面的深化、中国式現代化の推進に関

する中共中央の決定」（改革プラン）の下での①実体経済とデジタル経済の融合促進と②

経済のデジタル化の推進である。また第 20 期 3 中全会・改革プランでは、サービス貿易

について、①前述の全国版とFTZ版のネガティブリストを全面的に推進すること、②サー

ビス貿易の拡大・開放にかかる総合テストモデルを推進すること、③専門的なサービス貿

易従事者の国際的サービスの提供能力を高めること、を提起している。専門的なサービス

貿易従事者とは、前述の知識集約型サービス貿易も念頭に置いたものと考えられる。第

20 期 3 中全会・改革プランの目標実現時期は、5 年後の 2029 年に設定されている。 

その後、中国共産党中央委員会弁公庁と国務院弁公庁は 2024 年 11 月 28 日、「デジタ

ル貿易の改革・発展に関する意見」を公表した14。同意見の発出日は 8 月 17 日付けとなっ

ており、第 20 期 3 中全会・改革プランを踏まえたものとなる。同意見では、①サービス

貿易総額に占めるデジタルで提供可能なサービス貿易の比率を 2029 年までに 45％以上、

②同じく 2035 年までに 50％以上にすることを目標に設定した。かかる目標実現のため、

同意見には、デジタル貿易の各分野と事業者の発展への支援、デジタル貿易の制度型開放

の推進、デジタル貿易ガバナンス体系の整備という 3 つの面からの取り組みが盛り込まれ

 
12 国務院「国务院关于印发“十四五”数字经济发展规划的通知」2022年 1月 12日。 

＜https://www.gov.cn/zhengce/content/2022-01/12/content_5667817.htm＞ 
13 「中共中央 国务院印发《数字中国建设整体布局规划》」『新華社』2023年 2月 27日。 

＜https://www.gov.cn/zhengce/2023-02/27/content_5743484.htm＞ 
14 「中共中央办公厅 国务院办公厅关于数字贸易改革创新发展的意见」『新華社』2024年 11月 28日（発出日は同年

8月 17日付）。 
＜https://www.gov.cn/zhengce/202411/content_6989831.htm＞ 
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ている。今後、同意見の内容を更に実務に落とし込んでいくための政策や細則等の公表が

注視される。 

なお、「中国サービス貿易発展白書」の 2022 年版では、デジタル化を進める通信・コ

ンピューター・情報分野が、貿易のデジタル分野での黒字化にもつながっているとの認識

を示している。今後、中国がデジタル貿易の黒字・赤字の実態を把握し、国際比較して、

自国の競争力の度合いを確認するためには、現在、「その他の収入」に分類されている内

訳の開示が欠かせない。例えば、日本の場合、サービス貿易収支のデジタル分野を①著作

権等使用料、②通信・コンピューター・情報サービス、③専門・経営コンサルティング

サービス、と定義し集計している。このように他国の統計手法を参照できる余地もあろう。

また、国・地域別のサービス収支の公表も期待される。 

 

３．デジタル化・イノベーション推進と資本市場活用を狙う中国 

経済のデジタル化の推進は、経済のイノベーションの推進と不可分の関係にあり、企業

の資金調達や機関投資家による資金運用の双方で、資本市場の機能を使うことも欠かせな

い。2024 年 4 月 12 日、国務院が「資本市場の管理監督強化、リスク予防及び質の高い発

展促進に関する若干の意見」（2024年版 9条意見）を公表しており、科学技術企業が上場

する市場として上海・科創板（新興市場）改革を進めていくこと等が確認されている。科

創板での新規株式公開（IPO）受付の再開後、9 月 27 日、上海証券取引所は、集積回路

（IC）製造用リン酸の製造シェアで全国一位となっている湖北興福電子材料の IPOの審査

を終了している。同社は、IC 向けの化学材料国産化で重要な役割を果たしていると言う。 

中国本土外での IPO では、中国家電大手の美的集団（広東省）が 9 月 17 日に香港市場

で上場し、IPO における資金調達額は 310 億香港ドルに上った。同金額は、2021 年 2 月に

483 億香港ドルを調達したモバイル向けショートビデオアプリ開発運営を手掛ける中国の

快手科技以来、約 3年半ぶりの大きさになったと言う。美的集団は、2016年 6月末に東芝

の白物家電事業を買収し黒字化を進めるとともに、事業のデジタル化を積極的に進めてい

ることでも市場関係者から知られている。中国証券監督管理委員会は、海外上場を目指す

中国企業の申請手続きを迅速化する方針を 2024 年 6 月に示しており、その後、香港市場

では自動運転向け AI チップを開発する地平線機器人（ホライズン・ロボティクス）の

IPO（10 月）や、米ナスダック市場では自動運転技術スタートアップ企業の文遠知行

（ウィーライド）の米国預託証券（ADR）の発行（10 月）、自動運転タクシー新興企業

の小馬智行（ポニー・エーアイ）の IPO（11 月）がそれぞれ行われている。中国経済の更

なるデジタル化に向け、中国企業が資本市場をどのように活用していくのか、併せて調達

した資金を事業に投下して、デジタル貿易をどのように行っていくのか、今後の動きが注

視される。 
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４．国際的な商談会も活用する中国 

中国は、2012 年から毎年 1 回、国際サービス貿易交易会を首都・北京市で開催してい

る。2024 年の同交易会は 9 月中旬に開催され、2,000 社以上がオフラインで出展したと言

う15。他に中国は、2022 年から毎年 1 回、アリババなどテック企業が集積する浙江省杭州

市で、世界デジタル貿易博覧会を開催している。第 3 回同博覧会は 9 月下旬に開催され、

計 1,546 社の企業がオフラインで出展し、会場内外で調印されたプロジェクト契約は 113

件に上り、契約額は合計 1,650 億 8,000 万元に達したと言う16。かかる国際的な商談会の開

催は、中国のサービス貿易収支の構造転換を、外資との連携も含めながら、ビジネス面で

も後押しすることに狙いがある。 

中国のサービス貿易分野の競争力の向上は、日本が中国のデジタル分野のサービスを享

受できるメリットがある一方、日本のサービス収支上、対中デジタル赤字の継続や拡大に

もつながり得る。冒頭の日本の財務省の報告書に盛り込まれたように、日本経済・日本企

業のデジタル分野の国際競争力の強化に向けた処方箋の具体化が求められていると言えよ

う17。 

 

 

 

 
15 「2024年サービス貿易交易会が閉幕 1千件近い成果」『人民中国』2024年 9月 19日。 

＜http://www.peoplechina.com.cn/zzjj/202409/t20240919_800378025.html＞ 
16 「第 3回世界デジタル貿易博 プロジェクトの総契約額 1650.8億元に」『人民網日本語版』2024年 9月 30日。 

＜http://j.people.com.cn/n3/2024/0930/c94476-20225511.html＞ 
17 日本銀行「国際収支から見たサービス取引のグローバル化」『日銀レビュー』2023年 8月でも、日本と米国・

英国のサービス収支（分類組み換え後）を比較する中で、「デジタル関連サービスなどにおいて本邦企業の

『稼ぐ力」が強まることが期待される。」と結んでいる。 


